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研究成果の概要 ：アイルランドは，ヨーロッパのなかにありながら大西洋に面したその周辺と

して， 9世紀以降，その時々の中心的勢力の余波が押し寄せる場となってきた。アイルランド

は，英帝国の形成過程における質の異なる植民の重なりと連合王国への組み込み，そして，そ

こからの離脱（ナショナリズム）と脱植民地化のための EU参加という歴史的経験をしてきたが、

本研究では各組込み段階でのアイルランドの変容を分析することで、英帝国拡張と解体の具体

的局面を掘り起こした。
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1.研究開始当初の背景

本研究は，法政大学比較経済研究所 2005
~2006年度メイン・プロジェクト研究「大西

洋経済におけるアイルランドー一周辺化と

脱植民地化過程の分析」として開始された。

当初の時点では，「テューダー期に始まるイ

ングランドの大西洋方面への西方拡大のな

かでアイルランドの占めた位置をたどる」と

いう問題意識でのメンバー構成であったが，

翌年から科学研究費補助金を受け，分担研究

者を増員できる見込みとなったので，そもそ

も「アイルランド」という領域区分が生じた

中世期の動きをも研究の射程に入れた体制

をとることになった。この結果，プロジェク

ト・テーマも西方拡大以前の過程をも包括し

うるものに変更する必要が生じ，「地政学的

空間の史的変容とアイルランドの周辺化・脱

植民地化過程の分析」に変更された。「地政
学的空間の史的変容」とは，具体的にはプリ

テンからの入植（植民）と政体の変更，そして

その結果生じた交通・交易の変容を意味して

いる。

2.研究の目的

『ブリテン帝国のイデオロギー的起源』に

おいて D. アーミテイジは，ブリテン史研究



において，国内史研究と帝国史研究がいかに
切り離されてきたか，その経緯を詳細に追っ
ている。そして，この分断はじつはブリテン
だけに特有ではないとし、 19世紀のナショナ
リスト的な歴史観の興隆によって，国民国家
史の探究がヨーロッパ歴史研究の中心にす
えられたと指摘している。その際、人民主権
や領土保全，エスニシティの同質性を有する
ものとして国民国家が定義される一方、多様
な領域とエスニック多様性をもつ住民を包
摂する階層的秩序である帝国は対極に置か
れてきたというのである。

アーミテイジはまた，帝国史との統合を欠
くという意味では，「イングランドの膨張」
としてのブリテン史を見直そうとする「新し
いブリテン史」も同じ結果に陥っているとす
る。「新しいブリテン史」とは，ブリテンと
いう国家を，たんなるイングランドの拡大版
ではなく，それぞれが歴史的個性をもつブリ
テン諸島の諸地域，すなわち，イングランド，
ウェールズ，スコットランド，アイルランド
／北アイルランドによって一一そして一時
期は北米植民地さえも含んで一一構成され
てきた複合的国家とみなし，したがって，ブ
リテン史を，後者三者がイングランドによる
支配を受けたという一方的関係ではなく，そ
れぞれの双方向的相互作用のプロセスとし
てとらえようとするものである。アーミテイ
ジは，この視点を高く評価するが，その研究
成果が，ブリテン諸島内三王国四国民間の相
互関係にのみ注目する傾向があり，拡大する
ブリテンの入植地 (settlements)，属州
(provinces)，属領 (dependencies) にあま
り触れていない， と指摘している。
アーミテイジの帝国史と国内史の統合と

いう視点，そして「新しいブリテン史」の視
点は，アイルランドを対象とした場合，非常
に有効であると思われる。というのは，三王
国のひとつに数え入れられるとはいえ，アイ
ルランドは，イングランドの入植地でもある
からであり，ブリテン諸島，アメリカそして
ヨーロッパとの同時代的関係におけるその
組み込みと変容の過程は，比較的可視化しや
すいからである。

ではそのように拡大された枠からアイル
ランド史をみる際に，何が注視されなければ
ならないのか？ 「新しいブリテン史」に影
響を与えた J.G. A. ポーコックは，たんに
面的，領域的に拡大するブリテン帝国ではな
く、むしろ，ブリテン独特の入植活動と政体
の変更によって帝国の一部となった歴史的
地域すべてを対象にした「ブリテン史」を構
想した。より厳密に言えば，思想史研究者で
ある彼の主眼は，ブリテン国制論の世界的展
開過程の探究にあったのだが，そのためにも，
その展開を支えた「入植」という人の移動と
それに対して生じる諸反作用にもっと光が

当てられなければならないだろう。
ブリテンは，帝国を形成してゆく「入植植

民者達」を自らの胎内から輩出しつつも，自
らの外に「他者」として配置したので，その
本国ではややもすると自らの影響の範囲が
見えづらいと思われる。むしろ，入植された
地アイルランドのほうが，「ブリテン化の波」
の動きはよく見える。探究したいのは，この
波と，それに抵抗もしくは干渉する幾多の波
の存在である。

この点で，どうも「帝国」という言葉には，
すべてを統括する頂点をもつ階層的（ヒエラ
ルキー）体制を想起させるという弱点がある。
「帝国」と語った途端に，「国民国家」と同

様，明確な領域と構造をもった 1つの政体の
存在が前提されてしまい，入植や交通という
運動性が看過されてしまう。この問題を回避
する思考枠組みを与えてくれたのが D. オハ
ーンの『大西洋経済ーーブリテン，合衆国，
アイルランド』であった。そこでオハーンは，
世界システム論的アプローチを採用しつつ，
マクマイケルの「諸構成部分を合体してゆく
比較」 (incorporatingcomparison) という

分析方法を紹介している。歴史的に互いに異
なった社会から切り取られた諸要素は，相互
に再規定しあい予想できない新たな結合を
生み出すが，この偶発的で時には矛盾を卒ん
だ結合に注目することが，ここでいう諸要素
の比較分析である。植民地化するものが，一
方的に植民地化されるものを規定するわけ
ではない。この相互再規定の瞬間をできるだ
け抽出すれば，「植民地化」「脱植民地化」の
リアルなプロセスを掴みなおすことができ
るのではないかというのが，本プロジェクト
の基本的な狙いであった。

3.研究の方法

研究拠点を法政大学比較経済研究所に置

き、年間 5~6回程度の研究会を開催し、研

究分担者・研究協力者の研究成果を検討しあ

った。その間は、各研究分担者と研究協力者

が個別に分担研究を進め、研究代表者が恒常

的に研究分担者、研究協力者と情報交換し、

全体として有機性ある研究を実現するよう

調整を図った。個別の分担研究において各研

究者は、かなりの数の当時の新聞、パンフレ

ット、記録等に当たる必要があったので、大

学の休業期間中に少なくとも年 1度アイルラ

ンドや UKに1~2週間赴いて必要な史料を選

り分け、収集した。また、 16-18世紀研究ア

ドバイザーとして L.M. Cullen教授、 19世紀

研究アドバイザーとして DavidDickson教授、

20世紀および北アイルランド研究アドバイ

ザーとして DenisO'Hearn教授を招聘し、

セミナーを開催して、分担研究者の報告に対

して助言を頂き、日愛の研究交流と質の向上



を図るようにした。

4.研究成果

以下に，地政学的空間の変化のなかで，ア

イルランドにおける諸歴史事象が外的要因

と内的要因のどのような絡み合いの中でな

されたのか，そして，それが経路従属性とし

てその後の選択をどのように制約すること

になったのか，その時代ごとの分析を概略し

てみたい。

(1)中世期：ヴァイキングの侵入

〈担当者とテーマ〉

田中美穂「中世アイルランドにおける『ネイ

ション』意識」

7世紀の地政学的特長としては，政治的統

合体としての「ネイション」と言語的・文化

的統合体としての「エスニシティ」とでは，

その地理的境界が異なっており，エスニシテ

ィから見ればアイリッシュ海ではなく，ブリ

テン北部のドルム・アルヴァン山脈がアイル

ランド語圏とピクト語圏との境界であり，他

方，「ネイション」から見れば，アイルラン

ド島全島の統一王権という観念の存在は確

認されるが，実際の全島統一王権の成立はな

い。そして，この地政学的特長は， 9世紀の

ヴァイキングの侵入を皮切りに変容を迫ら

れる。アイルランドの「エスニシティ」も「ネ

イション」も複数化し，イングランドからの

植民が行なわれた 12世紀初頭にはアイルラ

ンド人からもイングランド人からも「他者」

として扱われる「ミドル・ネイション」と称

する人びとさえ存在した。

(2)近世 17,18世紀：植民とブリテン帝国形

成

〈担当者とテーマ〉

山本正「ブリテン大西洋帝国におけるアイル

ランド：帝国国制的観点からみたその周縁

性」

後藤浩子「マンスター，そしてジョージア：

国境なき植民請負人としてのアングロ・アイ

リッシュ」

竹田泉「アメリカ市場は何を需要したか：

18世紀アイルランドにおける粗質リネン製

造と商人」

坂本優一郎「財政革命・植民地•投資社会：
18世紀後半のアイルランド・トンチン年金」

アイルランドでは，ジャコバイト・ウィリ

アマイト戦争後， 18世紀初頭に制定されたカ

トリック刑罰諸法によって国や自治体レベ

ルの議席や公職からカトリックが排除され，

16世紀半ば以降に入植したイングランド系

プロテスタント（アングロ・アイリッシュ）

を核とするプロテスタント優位体制が確立

するが，イングランド／ブリテンが大西洋帝

国を本格的に形成していくなかで，アイルラ

ンドが本国イングランド／ブリテンヘの従

属性（植民地化）を強めていったのもまた，

この時期である。アイルランドの従属化は，

アイルランド議会の立法権のイングランド

／ブリテン議会への従属と、アイルランド議

会の立法権をロンドンの国王と枢密院が統

制するポイニングズ法の存在という二点に

みられる。今回、山本論文が明らかにしてい

るのは、この従属は，「プロテスタント優位

体制」下での自己の権益や地位の保全を図る

ことを優先したアイルランドの現地プロテ

スタント・エリートが自ら招いた側面がある

という点である。後藤論文は、このようなア

ングロ・アイリッシュのエリートにより形成

されてゆくアイルランド国制の変遷過程を，

ステュアート初期にアイルランドに入植し

たパーシヴァル，サウスウェル両家の歴史を

もとに，ミクロな視野からとらえなおし，そ

こからアングロ・アイリッシュのエリート階

層に流れる植民請負人としてのメンタリテ

ィを導出した。竹田論文と坂本論文は，七年

戦争 (1756~63年）を背景に，貿易面や財政・

金融面でアイルランドがいかに緊密に英帝

国に組み込まれていったかを明らかにした。

(3) 19世紀：連合王国への組込みと複数のナ

ショナリズム

〈担当者とテーマ〉

崎山直樹「リヒ°ール運動の勝者たち：『アイ

ルランド都市法人法』とダブリン商工業者」

小澤耕「信仰復興とナショナル・アイデンテ

イティ：『信心革命』の時代における宗派間

の対立と交流」

本多三郎「アイルランド西部海岸地方は辺

境であったか：『貧民蛸集地域開発局ベイス

ライン報告』 (1894年）を手がかりに」

清水由文「アイルランドの家族とアイルラ

ンド人移民の家族」

1801年，合邦法によってアイルランドはグ

レイト・ブリテンと合邦し，連合王国経済に

新たなかたちで組み込まれることになった。

崎山論文，小澤論文は，すでに植民によって

政治・宗教・文化諸制度が複数化されてきた

地域が「ネイション・ステイト」実現をめざ

す場合に随伴せざるをえない国家像の複数

性とその対立を明らかにした。カトリシズム

をエスニック・アイデンテイティに高めて

「ネイション」を造ろうとする一部の動きが，

また別の内容での「ネイション」の合意形成

と衝突するという事態である。この間題は，

より先鋭化して 20世紀の北アイルランドに

残されることになる。本多論文は，辺境とし



て一括されてきた 19世紀末西部「辺境」住

民が，イングランドとのつながりを強め，ス

コットランドやウェールズ，大陸ヨーロッパ

やアメリカとも結ぶ資本主義的商品経済に

かなり包摂されていた点を明らかにした。清

水論文では， 19世紀初期には単純家族形態が

支配的であったアイルランドの家族が，飢饉

以前の 1840年代から，持参金，縁組婚シス

テムと不分割相続の結合によって直系家族

へと変化し， 20世紀初頭には典型的な直系家

族が形成されたことが，センサス個表や原簿

からのデータによって析出された。

(4)現代北アイルランド：競合する複数のナ

ショナリズム

〈担当者とテーマ〉

弄慧瑛「排除と包摂のはざまで：北アイルラ

ンドという地政学的空間」

佐藤泰人「詩，金，公共性：北アイルランド

文学における公的支援と説明責任」

上述した「ネイション」形成が卒む矛盾は，

20世紀後半により凝縮され激化して北アイ

ルランドに現出した。弄論文は、異なった伝

統，文化，歴史をもつ複数のネイションが存

在する北アイルランドに，紆余曲折を経なが

らも，どのようにその複数性を保障しうるよ

うな政治体制が編制されてきたか，その過程

をたどった。佐藤論文は、硬直したアイデン

テイティに亀裂を入れる詩の言語がもつ威

力を，ナショナリズムの治療薬として脱政治

的に使うという深慮を持ち，それを社会的に

組織してきた北アイルランドでの詩人たち

の 40年あまりの経験を総括し，ナショナリ

ズムの競合という積み残し問題へのひとつ

の解法を示した。

(5) 20世紀：連合王国離脱と脱植民地化の格

闘

〈担当者とテーマ〉

森ありさ「自治から共和主義への転換点：ウ

ィリー・レドモンド従軍からクレア補欠選挙

へ」

齋藤英里「『アイルランド・朝鮮類比論』の

展開：三・一運動後の日本とアイルランド」

武井章弘「両大戦間期における産業政策の可

能性と限界」

高神信一「1990年代のアイルランド経済の急

成長：『ケルトの虎』の実態」

池田真紀「アイルランドと EU:ヨーロッパ統

合をめぐる世論と政党」

第一次世界大戦期から現代まで，つまり分

離独立から EU参加，そして EUのなかでの新

たな模索を含む政治的脱植民地化過程と，連

合王国経済への組み込みからの離脱という

非常に長く苦しい経済的脱植民地化過程の

実態が分析された。

19世紀半ばから，ナショナリズムの興隆と

ともに連合王国への現状の組み込まれ方を

批判し独立を要求する運動が現われるが，そ

れは当初は，相対的独立，つまり自治要求で

あった。 1886年， 1893年と否決されたアイ

ルランド自治法案が第 3次案というかたちで

提出され，議会で可決されたのは， 20世紀に

入った 1914年のことであるが，折しも第一

次世界大戦勃発のため，自治法案実施は大戦

終結後まで延期された。この情勢のなか，自

治をめざす国民党よりもアイルランド共和

国として連合王国からの独立を主張するシ

ン・フェインが急速に国民の支持を得るよう

になり，ここでアイルランドは大きな転換を

迎えた。では，完全独立支持へのこの急激な

国民世論の転換はなぜ起こったのか。森論文

は，従来の自治要求から共和主義支持の急激

な転換の契機を， 1917年のクレア県東地区補

欠選挙にみる。この補欠選挙は，国民党現役

下院議員ウィリー・レドモンドがブリテン新

陸軍アイルランド師団への志願兵として戦

死し，空席となったゆえに行なわれたものだ

った。しかし，この補選で新たな議席を獲得

したのは国民党ではなく，シン・フェインの

デ・ヴァレラであった。このデ・ヴァレラ当

選の背最には，連合王国の一員として，また

自治法実施を一日でも早めるため，ブリテン

の第一次世界大戦参戦を義勇軍組織やブリ

テン軍への志願というかたちで支援しよう

とした国民党のスタンスを，むしろ否定的な

ものとして喧伝したシン・フェインの戦術が

あったことが明らかにされた。

その後， 1918年の総選挙で劇的勝利を遂げ

たシン・フェインは， 1919年，アイルランド

自由国として独立を宣言するが，この時期は

アイルランドに続いて朝鮮で三・ー運動，中

国で五•四運動が起きるなど，民族自立に向
けて各国で新たな動きが展開していた。エジ

プトの独立運動も逸することはできない。ア

イルランドにおける独立運動の高まりは，こ

のような世界史的連関のなかに位置づける

必要がある。とくに三・ー運動に直面した日

本の植民地官僚や識者は，異民族統治の観点

から英国のアイルランド統治に関心を寄せ

た。「アイルランド・朝鮮類比論」は， 日本

の植民学等において数多く言及されている。

齋藤論文は，新渡戸稲造，東郷賓，吉村源太

郎，時永浦三，吉野作造，矢内原忠雄らにお

ける「アイルランド・朝鮮類比論」の展開を

追い、ブリテンのアイルランド統治政策が日

本においては概して「失敗例」の分析として

言及されていることを明らかにした。



1919年の独立宣言の後， 1922年に連合王

国政府は自治領としてそれを承認した。しか

し，政治的独立性は獲得しても，前世紀以来

の連合王国経済への組み込みは，経済面でき

わめて厳しい脱植民地化過程をアイルラン

ドに強いた。武井論文は，連合王国の自由貿

易体制の崩壊を見据え，輸入代替政策と地域

振興策へと転換した 1932年以降のフィア

ナ・フォール党政権の政策を，両大戦間期の

情勢からして時宜を得たものと再評価した。

第二次世界大戦後，アイルランドは， 1960

年代レマース首相時代に好況期を経験する

が， 70年代， 80年代に入るとその経済成長

はヨーロッパ諸国の最低ラインを低迷する。

これは， 70年代以降，徐々に形成されたヨー

ロッパの自由貿易体制に十分な資本や手段

をもたずに参入せざるをえなかったゆえの

移行期の苦境であった。このような「西ヨー

ロッパの病人」がいかにして 90年代に「ケ

ルトの虎」に転じたのか，高神論文は，この

要因を分析した。 EU市場をめざす多国籍企業

の進出がその主たる要因であるが，それら企

業を誘い込むために計られた国内環境の整

備も重要な必要条件であった。「ケルトの虎」

への変身はたしかに連合王国経済への従属

構造からの解放を意味した。しかし，この脱

植民地化とともに，多国籍企業による「新た

な植民地化」の進行がある。

池田論文は， 1970年代の EEC加盟から現在

までのアイルランドの対 EU認識を有権者レ

ベルと政府・政党レベルから検討した。アイ

ルランドが欧州統合プロジェクトに参画し

た背景には，経済的自立達成という狙いがあ

った。この点で有権者も政府・政党も一致し

て，欧州統合への道を歩んできたのだが，ア

イルランドが連合王国依存の経済構造を脱

し，高度経済成長を経験した昨今，国民の EU

への態度はしだいに変化してきている。それ

は， 2001年のニース条約否決と 2008年 6月

のリスボン条約否決に端的に現われている

といってよいだろう。欧州統合の課題が経済

面から政治面に移り，加盟国も増加した現在，

アイルランドがどのような将来的な国家の

主権のあり方を求めているのか，この問題を

一般有権者と政府・政党関係者との違いをも

含めて池田論文は分析した。

本研究の狙いは，アイルランドを研究対象

とした場合に，時代や地域によってどのよう

な問題が立てられうるのか，その具体的問い

を提示することであった。太古よりその発祥

の地から一歩も移動せず，単純再生産を繰り

返してきた民族はほとんどない。交通拡大と

移動という不可避の要因が存在するにもか

かわらず，近世以降人間がつくつてきた政治

体や自己認識（アイデンテイティ）の枠組み

は，そのような要因を吸収しがたいものだっ

た。アイルランドの経験は，そのような麒甑

から生じてくる諸問題との格闘であった。本

研究が、植民地化が随伴する問題や痛みを，

従属と抑圧などという常套句で片づけるの

ではなく，その具体性において理解して頂く

契機となれば幸いである。

なお、上述の全論文は、法政大学比較経済

研究所／後藤浩子編『アイルランドの経験：

植民・ナショナリズム・国際統合』（法政大

学出版局、 2009年）に研究成果報告として収

録されている。
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